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（単位：円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地

建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

工具器具備品

減価償却累計額

リース資産

減価償却累計額

図書

美術品・収蔵品

車両運搬具

減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

固定資産合計

Ⅱ 流動資産

現金及び預金

未収入金

たな卸資産

前払費用

流動資産合計

資産合計

1,545,900,000

3,160,478,699

△ 17,571,623 74,895,510

79,881,382

92,467,133

△ 466,926,040 2,693,552,659

△ 40,026,030 150,823,770

430,587,905

△ 41,653,834 38,227,548

190,849,800

7,300,000

4,947,255,142

△ 3,075,993 685,550

5,282,200

793,105,944

4,947,255,142

貸　借　対　照　表

（令和４年３月31日）

3,761,543

796,310,047

3,165,446

15,300

23,357

5,743,565,189
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（単位：円）

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返寄附金

資産見返物品受贈額

資産見返補助金等

長期リース債務

固定負債合計

Ⅱ 流動負債

未払金

預り科学研究費補助金等

預り金

リース債務

流動負債合計

負債合計

純資産の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金

資本金合計

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金

損益外減価償却累計額（△）

資本剰余金合計

Ⅲ 利益剰余金

教育研究向上積立金

積立金

当期未処分利益

（うち当期総利益）

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

建設仮勘定見返運営交付金等 5,282,200 1,265,963,357

2,473,502

117,477,860

貸　借　対　照　表

（令和４年３月31日）

81,732,629資産見返運営費交付金等

1,383,441,217

764,689,489

6,430,366

599,129,396

17,981,943

5,743,565,189

3,703,236,357

△ 458,297,389

56,841,517

172,778,736

(56,841,517 )

50,257,973

65,679,246

7,300,000

△ 465,597,389

411,785,537

2,040,328,832

33,345,910

656,887,615

3,988,755,010

3,988,755,010
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（単位：円）

経常費用

業務費

教育経費

研究経費

教育研究支援経費

受託事業費

役員人件費

教員人件費

職員人件費

一般管理費

経常費用合計

経常収益

運営費交付金収益

授業料収益

入学金収益

検定料収益

受託事業等収益

寄附金収益

補助金等収益

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入

資産見返寄附金戻入

資産見返補助金等戻入

資産見返物品受贈額戻入

財務収益

受取利息

雑益

財産貸付料収益

文献複写料

手数料収益

入試センター試験収益

科学研究費補助金等間接経費収益

その他雑益

経常収益合計

経常利益

臨時損失

その他臨時損失

臨時損失合計

当期純利益

当期総利益

838,100

損　益　計　算　書

（令和３年４月１日～令和４年３月31日）

46,607,196

38,542,689

563,532,936

21,757,294

3,555,037

1,167,231,346

140,131,335 1,027,144,206

140,087,140

233,099,407

7,927,000

752,381,601

33,692,100

144,039,591

4,260,036

2,076,480

8,044 8,044

13,503,460

2,107,532 30,592,345

1,114,916

13,866,437

56,841,517

56,841,517

9,720,614

838,100

22,660

2,812,436

1,531,849 16,834,359

213,017,719

1,224,910,963

57,679,617

55,800

2,691,000
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 341,722,716

人件費支出 △ 681,495,169

その他の業務支出 △ 15,088,963

運営費交付金収入 759,051,000

授業料収入 213,285,765

入学金収入 33,692,100

検定料収入 7,927,000

受託事業等収入 4,361,455

補助金等収入 820,082,831

預り科学研究費補助金等の純増減額 6,445,393

その他の預り金収支差額 2,579,564

その他の収入 17,479,973

業務活動によるキャッシュ・フロー 826,598,233

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 356,686,001

定期預金の払戻による収入 50,005,012

小計 △ 306,680,989

利息及び配当金の受取額 8,044

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 306,672,945

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 28,258,630

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 28,258,630

Ⅳ 資金増減額 491,666,658

Ⅴ 資金期首残高 301,439,286

Ⅵ 資金期末残高 793,105,944

キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
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（単位：円）

56,841,517

56,841,517

Ⅱ　利益処分額

(1) 積立金 27,767,000

(2) 地方独立行政法人法第40条第３項の規定により
設立団体の長の承認を受けようとする額

　教育研究向上積立金 29,074,517 29,074,517 56,841,517

　　当期総利益

利益の処分に関する書類

第５期事業年度

（令和４年３月31日）

Ⅰ　当期未処分利益

-5-



（単位：円）

Ⅰ 業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 1,027,144,206

一般管理費 140,087,140 1,167,231,346

（２）（控除）自己収入等

授業料収益 △ 233,099,407

入学金収益 △ 33,692,100

検定料収益 △ 7,927,000

受託事業等収益 △ 4,260,036

財務収益 △ 8,044

雑益 △ 14,143,359

資産見返寄附金戻入 △ 1,114,916 △ 294,303,012

業務費用合計 872,928,334

Ⅱ 損益外減価償却相当額 93,119,477

Ⅲ 引当外賞与増加見積額 602,233

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 △ 16,966,473

Ⅴ 機会費用

地方公共団体出資の機会費用 7,511,736

行政サービス実施コスト 957,195,307

行政サービス実施コスト計算書
（令和３年４月１日～令和４年３月31日）
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注 記 

Ⅰ 重要な会計方針 

１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 
原則として、期間進行基準を採用しております。 

２ 減価償却の会計処理方法 
(１) 有形固定資産

定額法を採用しております。耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし
ております。主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ６年～27年 
構築物 ５年～40年 
工具器具備品 ２年～７年 
車両運搬具 ４年～６年 

なお、リース資産については、リース期間を耐用年数としております。また、特定の
償却資産（地方独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減価
償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

(２) 無形固定資産
定額法を採用しております。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。 

３ 引当金の計上基準 
(１) 徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

債権の回収不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等の特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 

(２) 賞与引当金及び見積額の計上基準
賞与については、翌期の運営費交付金により財源措置がなされているため、賞与引当

金は計上しておりません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、地方独立行

政法人法会計基準第88第２項に基づき計算された賞与引当金の当期増加額を計上して
おります。 

(３) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上しておりません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独

立行政法人会計基準第89第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金
の当期増加額を計上しております。 

４ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
(１) 評価基準

低価法を採用しております。
(２) 評価方法

最終仕入原価法を採用しております。

５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
機会費用は、新発10年国債の令和4年3月末の利回りを参考に0.210%で計算しております。 

６ リース取引の会計処理 
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 
 
Ⅱ 貸借対照表関係 
１ 賞与引当金の見積額 
  運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は44,784,314円です。 

 
２ 退職給付引当金の見積額 
 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は427,906,866円です。 

 
Ⅲ 損益計算書関係 

該当事項はありません。 
 
Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 
１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

       令和4年3月31日 
現金及び預金   793,105,944円 
定期預金          0円 
資金期末残高   793,105,944円 
 

２ 重要な非資金取引の内容 
 (１) ファイナンス・リースによる資産の取得   
    リース資産   103,177,800円 
 (２) 現物寄附の受入による資産の取得 
                 0円 

 
Ⅴ 行政サービス実施コスト計算書関係 
 １ 引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の対象  

引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の中には、宮崎県からの派遣職員に
係るものが以下のとおり含まれております。 
 

 (１) 引当外賞与増加見積額のうち派遣職員に係る額          △595,839円 
 (２) 引当外退職給付増加見積額のうち派遣職員に係る額      △23,727,276円 

 
Ⅵ 金融商品に関する事項 
  １ 金融商品の状況に関する事項 

 当法人は、資金運用にあたり地方独立行政法人法第43条の規定に基づき預金、国債及び地
方債等に限定した資金運用を行うこととしております。 

 
２ 金融商品の時価等に関する事項 

      期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。 

  （単位：円） 

 
貸借対照表計上額(※) 時価(※) 差額(※) 

(１)現金及び預金 793,105,944  793,105,944  － 

(２)未   払  金 （599,129,396） （599,129,396） － 

   （※）負債で表示されているものについては、（  ）で表示しております。 
 

     （注）金融商品の時価の算定方法 
(１) 現金及び預金 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっております。 
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(２) 未払金 
      未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 
 

Ⅶ 賃貸等不動産の時価等に関する事項 
  賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
 
Ⅷ 資産除去債務 
  該当事項はありません。 

 
Ⅸ 減損会計関係 
  該当事項はありません。 
 
Ⅹ 重要な債務負担行為 
 該当事項はありません。 

 
Ⅺ 重要な後発事象 
  該当事項はありません。 
 
Ⅻ 財務諸表の表示単位 
  全て円単位により表示しております。 
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附 属 明 細 書 
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（単位：円）

当　  期
償 却 額

建物 2,361,998,000 - - 2,361,998,000 451,497,739 90,299,547 1,910,500,261

構築物 80,857,010 - - 80,857,010 14,099,650 2,819,930 66,757,360

計 2,442,855,010 - - 2,442,855,010 465,597,389 93,119,477 1,977,257,621

建物 132,287,500 666,193,199 - 798,480,699 15,428,301 14,052,814 783,052,398 注１

構築物 9,910,623 1,699,500 - 11,610,123 3,471,973 994,318 8,138,150 注１

工具器具備品 77,532,882 2,348,500 - 79,881,382 41,653,834 13,260,839 38,227,548 注１

リース資産 87,672,000 103,177,800 190,849,800 40,026,030 28,258,630 150,823,770 注１

図書 427,165,528 3,459,933 37,556 430,587,905 - - 430,587,905

車両運搬具 3,761,543 - - 3,761,543 3,075,993 518,818 685,550

建設仮勘定 729,000 761,892,899 757,339,699 5,282,200 - - 5,282,200

計 739,059,076 1,538,771,831 757,377,255 1,520,453,652 103,656,131 57,085,419 1,416,797,521

土地 1,545,900,000 - - 1,545,900,000 - - 1,545,900,000

美術品・収蔵品 7,300,000 - - 7,300,000 - - 7,300,000

計 1,553,200,000 - - 1,553,200,000 - - 1,553,200,000

土地 1,545,900,000 - - 1,545,900,000 - - 1,545,900,000

建物 2,494,285,500 666,193,199 - 3,160,478,699 466,926,040 104,352,361 2,693,552,659

構築物 90,767,633 1,699,500 - 92,467,133 17,571,623 3,814,248 74,895,510

工具器具備品 77,532,882 2,348,500 - 79,881,382 41,653,834 13,260,839 38,227,548

リース資産 87,672,000 103,177,800 - 190,849,800 40,026,030 28,258,630 150,823,770

図書 427,165,528 3,459,933 37,556 430,587,905 - - 430,587,905

美術品・収蔵品 7,300,000 - - 7,300,000 - - 7,300,000

車両運搬具 3,761,543 - - 3,761,543 3,075,993 518,818 685,550

建設仮勘定 729,000 761,892,899 757,339,699 5,282,200 - - 5,282,200

計 4,735,114,086 1,538,771,831 757,377,255 5,516,508,662 569,253,520 150,204,896 4,947,255,142

ソフトウェア 8,640,000 - - 8,640,000 8,640,000 1,728,000 0

計 8,640,000 - - 8,640,000 8,640,000 1,728,000 0

ソフトウェア 8,640,000 - - 8,640,000 8,640,000 1,728,000 0

計 8,640,000 - - 8,640,000 8,640,000 1,728,000 0

　　構築物 大学案内看板

　  工具器具備品

35,336,400円

18,374,400円

8,118,000円

1,349,192円

999,308円

41,349,000円

1,699,500円

図書館システム機器等

高速印刷機

　  

　　建物（建物附属設備）

スチームコンベクション

湿温蔵庫

情報基幹システム機器等

教務システム機器等

　  リース資産

有形固定資産
合計

有形固定資産
（特定償却資
産）

無形固定資産
合計

無形固定資産
（特定償却資
産以外）

非償却資産

有形固定資産
（特定償却資
産以外）

注１）当期増加額のうち、主なものは次のとおりです。

空調換気設備更新

受変電設備更新

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費
用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

資　産　の　種　類
期   首
残   高

当    期
増 加 額

当    期
減 少 額

期   末
残   高

減 価 償 却 累 計 額 差    引
当 期 末
残    高

摘
要

　　建物（建物附属設備） 624,504,199円

41,689,000円
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(２) たな卸資産の明細

(３) 有価証券の明細

該当事項はありません。

(４) 長期貸付金の明細

該当事項はありません。

(５) 長期借入金の明細

該当事項はありません。

(６) 公立大学法人債

該当事項はありません。

(７) 引当金の明細

該当事項はありません。

(８) 資産除去債務の明細

該当事項はありません。

(９) 保証債務の明細

該当事項はありません。

(10) 資本金及び資本剰余金の明細

注）　当期増加額は、特定資産の減価償却によるものです。

(11) 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(11)－１　積立金等の明細

注）　当期増加額は、令和２年度の利益処分によるものです。

(11)－２　目的積立金の取崩しの明細

該当事項はありません。

期末残高

65,679,246

50,257,973

115,937,219計 70,150,164

18,800,000 －

45,787,055 －

（単位：円）

摘要

たな卸資産

注）

区　　分 期首残高

地方独立行政法人法第40条第3項積立金
教育研究向上積立金

38,692,191

地方独立行政法人法第40条第1項積立金 31,457,973

26,987,055 － 注）

当期増加額 当期減少額

資本剰余金

種　　類 当期購入・製
造・振替

期首残高
その他

95,966 124,060 －

区　　分 期首残高 当期増加額

資本
剰余金

当期減少額

（単位：円）

その他

当期減少額

196,669

（単位：円）

摘　　要

貯蔵品
（郵券類等）

払出・振
替

期末残高

23,357

摘　　要

3,988,755,010

3,988,755,010

当期増加額

－

資本金

宮崎県
出資金

3,988,755,010 - －

計 3,988,755,010 － －

期末残高

- － 7,300,000

7,300,000 - － 7,300,000無償譲与

差引計 △ 365,177,912 △ 93,119,477 － △ 458,297,389

損益外
減価償却
累計額

△ 372,477,912 △ 93,119,477 － △ 465,597,389 注）

計 7,300,000
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(12) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(12)－1　運営費交付金債務

（単位：円）

(12)－2　運営費交付金収益

（単位：円）

(13) 地方公共団体等からの財源措置の明細

補助金等の明細 （単位：円）

(14) 役員及び教職員の給与の明細

（単位：円、人）

注）

1

2

3

759,051,000

運営費交付金
収益

752,381,601

資産見返運
営費交付金

1,387,199

当期振替額

33,542,000

620,156,000

91,146,500 132,106,500

役員の報酬及び退職手当は、公立大学法人宮崎県立看護大学役員報酬規程及び公立大学法人宮崎県
立看護大学役員退職手当規程に基づき算出を行っております。

教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人宮崎県立看護大学職員の給与に関する規程及び公立大
学法人宮崎県立看護大学職員退職手当規程に基づき算出を行っております。

役員、教職員の支給人数には年間平均支給人員数を記載しております。また、退職給付には期末時の総
支給人員数を記載しております。

571,878,026 121 107,345,359 62,983,575 9

- -

合計

常　勤 516,464,786 78 99,964,497 62,866,111 7

非常勤 55,413,240 43 7,380,862 117,464 2

計

- -

非常勤 32,826,343 19 4,674,623 - -職　  員

常　勤 88,358,621 16 14,271,748

計 121,184,964 35 18,946,371

416,803,524 79 83,745,837 62,983,575 9

- -

教 　員

常　勤 399,933,427 59 81,849,088 62,866,111 7

計

非常勤 16,870,097 20 1,896,749 117,464 2

- -

非常勤 5,716,800 4 809,490 - -役　 　員

常　勤 28,172,738 3 3,843,661

計 33,889,538 7 4,653,151

区　　分
報酬又は給料等 法定福利費 退職給付

金額 支給人員 金額 金額 支給人員

期末
残高

-

業務等区分
令和３年度

交付分

期間進行基準によるもの 752,381,601 752,381,601

建設仮勘定見返
運営費交付金

資本
剰余金

小　計

5,282,200 - 759,051,000

交付年度

令和３年度

期首
残高

-

交付金
当期交付額

摘要

13,429,000

5,634,166

804,867,666

注)　摘要欄には、当期交付決定額を記載しております。 

合　計

13,429,000

合　計 752,381,601 752,381,601

5,634,166

287,925

合　計 －

期末
残高

－

－

－

－

－

－

当期
交付額

13,429,000

5,634,166

620,156,000

132,106,500

33,542,000 33,542,000

収益計上資産見返補助金等

144,039,591804,867,666 660,828,075－

建設仮勘定見
返補助金等

－

－

619,868,075

40,960,000

－

当期振替額

－

－

－

－

－

交付元

宮崎県

宮崎県

宮崎県

宮崎県

宮崎県

名称

地域貢献等研究
推進事業

魅力ある大学づく
り・人づくり支援事
業

空調換気設備整
備事業費補助金

施設設備整備事
業費補助金

授業料等減免補
助金

－

－

経費
の別

直接経費

直接経費

直接経費

直接経費

直接経費

期首
残高

－

－

－
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(15)　開示すべきセグメント情報

   該当事項はありません。

-14-



(16)　業務費及び一般管理費の明細
（単位：円）

教育経費
消耗品費 10,764,700
管理物品費 3,916,577
印刷製本費 2,160,180
水道光熱費 15,985,476
旅費交通費 2,243,225
通信運搬費 289,517
賃借料 1,472,713
福利厚生費 1,874,733
修繕費 83,730,707
諸会費 860,020
報酬・委託・手数料 19,013,108
奨学費 31,299,500
減価償却費 39,407,263 213,017,719

研究経費
消耗品費 14,337,110
管理物品費 6,088,249
印刷製本費 2,090,764
水道光熱費 5,930,530
旅費交通費 1,186,090
通信運搬費 769,150
賃借料 9,800
福利厚生費 58,346
修繕費 32,090
諸会費 2,761,902
報酬・委託・手数料 5,902,040
減価償却費 7,441,125 46,607,196

教育研究支援経費
消耗品費 7,583,182
福利厚生費 812
印刷製本費 442,200
水道光熱費 2,399,169
賃借料 3,426,682
諸会費 256,000
報酬・委託・手数料 3,246,081
図書費 37,556
減価償却費 4,365,612 21,757,294

受託事業費
消耗品費 2,591,120
備品費 69,300
旅費交通費 257,982
通信運搬費 23,086
福利厚生費 19,949
諸会費 40,000
報酬・委託・手数料 534,820
給料 18,780 3,555,037
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役員人件費
　   常勤役員給与

報酬 21,681,818
賞与 6,490,920
法定福利費 3,843,661 32,016,399

　   非常勤役員給与
報酬 5,716,800
法定福利費 809,490 6,526,290 38,542,689

教員人件費
　   常勤教員給与

給料 295,323,908
賞与 104,609,519
退職給付費用 62,866,111
法定福利費 81,849,088 544,648,626

　   非常勤教員給与
給料 15,579,987
賞与 1,290,110
退職給付費用 117,464
法定福利費 1,896,749 18,884,310 563,532,936

職員人件費
　   常勤職員給与

給料 69,477,330
賞与 18,881,291
法定福利費 14,271,748 102,630,369

　   非常勤職員給与
給料 29,460,394
賞与 3,365,949
法定福利費 4,674,623 37,500,966 140,131,335

一般管理費
消耗品費 18,024,000
管理物品費 5,426,623
印刷製本費 3,331,130
水道光熱費 2,641,782
旅費交通費 130,379
通信運搬費 3,147,955
賃借料 719,125
福利厚生費 1,425,068
修繕費 3,056,855
損害保険料 1,854,069
広告宣伝費 330,000
諸会費 1,541,200
報酬・委託・手数料 87,204,349
銀行手数料 877,586
租税公課 2,777,600
減価償却費 7,599,419 140,087,140
業務費及び一般管理費合計 1,167,231,346
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(17)  寄附金の明細

（単位：円）

注）（　）は現物寄附によるもので、内数として記載しております。

(18)  受託研究の明細

　該当事項はありません。

(19)  共同研究の明細

　該当事項はありません。

(20)  受託事業等の明細

（単位：円）

(21)　科学研究費補助金等の明細

（単位：円）

4,260,036 4,260,036 －

間接経費 － － － －

－

間接経費 － － － －

－

その他
直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －
株式会社等

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －

独立行政法人・国立
大学法人

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －
国

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －

地方公共団体等
（設立団体以外）

直接経費 － 100,000 100,000

間接経費 － － － －

地方独立行政法人
等（設立団体）

直接経費 － － －

－ － －

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業等収益

－

当期受入額

2,076,480　(2,076,480)

独立行政法人
日本学術振興会

2

13

60,000

種目 当期受入額 件　　数

基盤研究（Ｃ）
(6,334,297)

1,881,000

基盤研究（Ｂ）
(200,000) 独立行政法人

日本学術振興会

期末残高

地方公共団体
（設立団体）

直接経費 － 4,160,036 4,160,036 －

間接経費 －

独立行政法人
日本学術振興会

5

件数（件） 摘　　要

14 (14) 注）

摘　　要

注）当期受入は間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　）内に記載
しております。

合　　計
(9,034,297)

2,691,000
20

若手研究（Ｂ）
(2,500,000)

750,000

合計
直接経費
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(２２) 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

① 現金及び預金
（単位：円）

② 未払金

（単位：円）

③ 資産見返物品受贈額

（単位：円）

定期預金 －

普通預金 793,065,944

区　　分 金　　額 摘　　要

現金 40,000 現金及び小口現金

366,571,075

株式会社宮防 50,957,000

株式会社生目設備

合　　計 793,105,944

区　　分 金　　額 摘　　要

有限会社エイエフ工業 19,662,000

株式会社デンサン 12,267,200

宮崎県知事（補助金返還） 12,881,500

工具器具備品 823,286

区分 金　　額 摘　　要

合　　計 599,129,396

有限責任監査法人トーマツ 3,645,000

その他 113,011,211

公益財団法人宮崎県建設技術推進機構 2,783,000

図書 410,962,250

合　　計 411,785,537

車両運搬具 1

株式会社弘栄設計 8,923,200

株式会社植由樹園 5,206,200

有限会社エイエフ工業 3,222,010
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